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2023 年 6 月 1 日 

2023年の金融不安 

公益財団法人  国際通貨研究所 

理事長  渡辺 博史 

この Golden Week に所用でイギリス、スイスと歴訪したが、その際ロンドンで会った

金融関係者、サンガレンで会った広範な分野の有識者の反応についてご紹介してみよう。 

仕事柄、4月にワシントンで開催された世銀・IMF の春季会合にも参加された人が多

いが、面白かったのは、「4 月中に通貨の話をしている人がほとんどいなかった」という

コメントをした人が多かったことである。日本では相変わらず「日銀の政策変更は有り

や無しや。そしてその結果で為替はどう動きそうか」という議論が真っ盛りだが、世界

の動きを見ていると、金融市場の大きさ、公的債務の大きさ、という「規模の話」に集

中していた感が強い。 

金融市場の大きさということで言えば、2月以降の米国での地方銀行からの大規模預

金流出を起因とする破綻、併合、そしてそのあおりが最後の藁一本となって起こったス

イス大銀行の破綻、合併などが強く意識され、既存の監督モニター制度の水準が金額の

巨大さを十分に受け止めきれないものでしかなくなっているのではないか、したがって

その実行効果が大きく縮減されている、ないしはほとんど霧消されているのではないか

というコメントが多かった。 

① 特定の銀行の急増する預金の額、その中に占める特定企業、特定分野の産業群から

の預金のシェアの大きさといったものが、従来の概念及びそれを前提とした慣行か

ら大きくはみ出して、流出につながる行動パターンが読みにくくなっていないか。

また、資金の潤沢さ、その結果としての銀行貸し出しへの依存度の低下が、預金の

粘着性を弱めていることは今後も継続し、今後一層「深化」する ITシステムにより

資金移動が遥かに迅速になるということからみると、モニターの頻度を半期から四

半期、更に月単位への短縮などというレベルではなく、リアルタイムでの報告、レ

ポーティングが必要になっているのではないか。そのためには、様々な問題は未だ

解決されていないが、CBDC（中央銀行デジタル通貨）の導入による即時の情報管

理も必要になるのではないか、などの議論が耳に残った。 

② あるいは、金融への信認確保の最後の砦となる中央銀行、中央政府といったものの

資金対応力を遥かに超えた規模になってしまった国際的金融機関に向けたセーフ
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ティ・ネットの脆弱さといったものが表で議論されるようになってきていた。スイ

スの場合には、既に 2、3 年前に政府が「わが国には二つの巨大な国際金融機関が

存在するが、もし仮に同時に二つに問題が生じたときには、対応は極めて困難であ

る」という極めて正直なコメントを発しているが、今回の出来事をかなり強く暗示

していた感がある。 

更にコロナ対応で巨額の公的負債を積み上げた国が多い中で、新たな金融不安が生じ

たときに、有効な措置を速やかに採れる体力を失っている国もあるのではないか、との

懸念も示された。 

体力が有ると「信じられている」米国で債務上限の引き上げが順調に処理されないと

きに、新たな不安事項が金融市場に生じた場合にはどうなるのかという深刻な懸念も示

された。過去と同じように与野党の政治的駆け引きに使われて議論が難航し、今回は

『This time is different.』と更に結果が懸念されていたが、一応基本合意ができたようで

ある。昨日（5月 31日）、無事議会で採決されていることを望む。 

これらのコメントは濃淡が有ってもかなり多くの人から聞かれたが、少数者の論点の

中でも気になったものを述べると、 

a) 銀行にどのような業務を行わせるのが適当かという点から、過去においてユーティ

リティ銀行化させるべきだという議論も展開されていたが、最近の IT システム開

発の進展を見ていると、ユーティリティ業務は銀行以外の機関が安価かつ迅速な処

理を提供してしまうのではないかという指摘がされた。言い換えれば、「多くの銀

行はもう要らない」ということになる。 

b) また、アジアの金融関係者が、最近の動向からみて保護的な監督・規制もまだ必要

だと述べたのに対して、ヨーロッパの金融当局者が「各国それぞれの事情があり、

その状況に応じた対応は有りうるだろう」と述べたのは、これまでグローバル化の

進展の中で、なるべく制約の少ない均一な制度の推進を主張し続けてきた姿勢から

の後退あるいは譲歩であり、自信の喪失を感じさせた。 

取り急ぎ、最近の見聞をご紹介する。 

（IIMAメールマガジンへの寄稿） 
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